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所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議 

議事録 

 

日時：令和５年２月27日（月）９:45～10:00 

場所：官邸４階大会議室 

出席者：松野 博一 内閣官房長官 

    松本 剛明 総務大臣 

    野村 哲郎 農林水産大臣 

    斉藤 鉄夫 国土交通大臣 

門山 宏哲 法務副大臣 

小島 敏文 復興副大臣 

宮本 周司 財務大臣政務官 

 

（議事録） 

○斉藤国土交通大臣 ただ今から、「所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議」

を開催いたします。 

本関係閣僚会議は、所有者不明土地等に係る諸課題について、関係行政機関の緊密な連

携の下、政府一体となって総合的な対策を推進するため、平成30年１月に設置したもので

あり、本日は第11回目の開催となります。 

それでは、各省における検討状況等について、まず松本総務大臣から御説明をお願いい

たします。 

〇松本総務大臣 総務省より、所有者不明土地対策に係る「住民基本台帳法」の改正につ

いて、御説明いたします。 

１ページ目です。所有者不明土地対策に当たって、例えば、国や地方公共団体が、所有

者不明土地において事業を実施しようとする場合、その土地の所有者を探索する必要があ

ります。その際、現状では、土地所有者の最新の住所情報等を取得するために、市町村に

対し、住民票の写し等の公用請求が郵送で行われております。 

これらの事務に住基ネットを活用することで、郵送による請求を行うことなく、土地所

有者に係る最新の住所情報等を即時に取得することができるようになり、事務の迅速化・

効率化が図られます。 

これを実現するため、今通常国会に提出予定の法案に、住民基本台帳法の改正を盛り込

むこととしています。 

２ページ目をおめくりください。住民基本台帳法改正案の概要です。総務省では、先ほ

ど御説明した事務以外にも、所有者不明土地対策に関して住基ネットの活用が想定される

事務について、全省庁に調査を行わせていただきました。 

その結果、森林法に基づく林地台帳の更新など計７法律の事務について、住基ネットの
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利用が可能となるよう、住民基本台帳法を改正することとしており、幅広い分野で、所有

者不明土地対策の効率化・迅速化に資するものと考えております。 

引き続き、関係省庁と連携しながら所有者不明土地対策に取り組んでまいりたいと存じ

ます。 

総務省からは以上です。 

〇斉藤国土交通大臣 ありがとうございました。続きまして、私から資料２を御説明しま

す。空き家対策と所有者不明土地等の対策の一体的・総合的推進についてでございます。 

１ページをご覧下さい。 

空き家と所有者不明土地等は、周囲に悪影響を及ぼすなど、地域の課題となっています。

これらは、ともに人口減少や相続の増加等が要因となって、今後も増加することが見込ま

れるため、対策の強化が急務となっております。 

地域においては、空き家と所有者不明土地等が混在しており、地域の機能やコミュニテ

ィの維持、経済の活性化を図るためには、空き家対策と所有者不明土地等の対策の連携を

進めることが必要です。 

これまでも、地域においては、２つの対策を連携させた先進的な取組が進められており

ます。 

例えば、１ページ目の左の図のように、石川県輪島市においては、まちなかの複数の空

き家と空き地を地域一帯で活用して、拠点施設や子育て支援施設等を整備している事例が

あり、国も空き家の改修や増築に対して支援しているところです。 

また、右の図のように、山形県鶴岡市においては、民間主体が、隣接する狭小(きょう

しょう)な空き家と空き地の一体的な活用を所有者に提案・コーディネートすることで、子

育て世帯向けの住宅の建築を誘導したという事例もあります。 

このような空き家と土地の有効活用等を実現する優良・先進事例を全国で増やしていき

たいと考えています。 

このため、施策の推進体制、空き家と土地の有効活用と管理の確保、所有者の探索、民

間との連携等を強化することを通じて、空き家対策・所有者不明土地等対策のそれぞれを

強化するとともに、２つの対策を政策パッケージとしてまとめて、一体的・総合的に推進

してまいります。 

そこで、真ん中の図でありますけれども、昨年の所有者不明土地法の改正に続き、今国

会に提出することを予定している空家法や関連する法律の改正により、２つの対策を強

化・充実いたします。 

その上で、２つの対策を連携させる取組を進めてまいります。 

具体的には、①市区町村による空き家・土地対策の計画作成や協議会運営を連携させる、

②地域一帯で空き家や土地を重点的に活用する、③管理不全の空き家・土地の管理を地域

で強化する、④空き家部局と土地部局がそれぞれ保有する所有者情報を共有して所有者の

探索を円滑化する、⑤行政や所有者を支援する民間主体を合同で指定し、一気通貫でサポ
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ートする、この５点に取り組んでまいります。 

この政策パッケージに基づいて取組を進め、空き家と土地の有効活用や適切な管理を図

ることにより、地域の課題を解決し、経済活性化に繋げるとともに、子育て世帯向けの住

まい等として、空き家の活用を促進してまいります。 

国土交通省からは以上です。 

続きまして、門山法務副大臣からご説明をお願いいたします。 

〇門山法務副大臣 法務省の取組について、資料３に基づいて、御説明します。 

まず、１ページ目にあるとおり、令和３年民事基本法制の見直しに基づく新制度が、本

年４月以降、順次施行されます。 

左側①の民法改正につきましては、土地等の利用の円滑化を図るため、幅広い分野にわ

たって重要な改正が行われました。本年４月１日の新制度の開始に向け、関係機関と連携

して、施行準備を進めるとともに、具体的な事例に則したガイドラインを策定し、公表す

るなどの取組をしております。 

次に、右側②の「相続土地国庫帰属制度」は、相続した土地を処分する新たな選択肢と

して注目されています。本年４月27日の制度開始に先立ち、本月22日からは、全国の法務

局窓口で事前相談を開始するなど、円滑な運用開始に向けて、関係省庁等と連携して準備

を進めております。 

続いて、２ページ目左側にある③の「相続登記の申請義務化」につきましては、今般の

制度改正で、相続があった場合に土地・建物の相続登記の申請をすることを義務付けるも

のでございます。この新制度は、施行前の相続でも相続登記が未了であれば義務化の対象

になるなど、国民への影響が非常に大きなものです。そのため、来年４月１日の施行に向

けた準備は、これからが正念場と考えております。 

まずは、自治体を始め、関係省庁・関係機関と連携して、国民各層に行き渡る丁寧な周

知広報をしっかり進めてまいります。また、登記申請の負担軽減に関する方策を充実させ

るとともに、申請義務化に伴う運用方針についても早期に策定することとし、本年３月中

に、国民の皆様に、運用上の取扱いをお示ししたいと考えております。 

最後に、２ページ目右側の区分所有法制の見直しについてです。区分所有建物について

も所有者不明化、非居住化といった所有者不明土地と共通の問題が生じており、区分所有

建物の管理・再生の円滑化を図ることは、喫緊の課題となっております。 

そこで、令和４年９月に、法制審議会に対し、区分所有法制の見直しについての諮問を

行い、専門部会において急ピッチで多数の論点について調査審議が進められているところ

でございます。 

以上、法務省としては、今後、新制度の導入等を次々と迎える中、引き続き、関係省庁

と緊密に連携し、必要な取組を加速して、しっかりと進めてまいります。 

〇斉藤国土交通大臣 ありがとうございました。 

なお、ご説明いただいた検討状況を踏まえ、所有者不明土地等問題対策推進の工程表の
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改定案を資料４として席上に配布しております。 

説明は以上となりますが、他に御発言はございますでしょうか。 

ありがとうございました。 

最後に松野官房長官から御発言をいただきます。プレスが入りますので少々お待ち下さ

い。 

（報道関係者入室） 

○斉藤国土交通大臣 松野官房長官よろしくお願いします。 

〇松野官房長官 所有者不明土地の問題は、地域にとって深刻な課題であり、一刻も早い

解決が求められる重要な政策課題です。 

そのため、これまで、平成30年に所有者不明土地法を制定して以降、毎年、各省におい

て法律の改正などを行い、必要な制度の創設、拡充を進めてきたところです。 

令和３年には、所有者不明土地の発生防止と、土地の利用の円滑化の両面から、民事基

本法制を総合的に見直しましたが、いよいよ本年４月以降、段階的に施行されていきます。 

今後、これらの新しい法制度について、国民各層への十分な周知を徹底するとともに、

円滑な施行に努め、さらには、これらの制度を運用する過程で明らかになった課題に対応

するための見直しや改善を不断に行うことが重要です。 

加えて、本日は、空き家対策と所有者不明土地等対策の強化・充実、一体的・総合的な

推進について国土交通大臣からご説明がありましたが、共通の課題を持つ両施策を連携さ

せることは、地域経済を活性化するためにも重要な取組です。 

今後とも、本日ご説明のあった各取組をはじめ、政府一体となった取組が進むよう、所

有者不明土地の問題解決に向け、各大臣がリーダーシップを発揮いただきますようお願い

いたします。 

〇斉藤国土交通大臣 ありがとうございました。それでは、プレスの方は御退出をお願い

いたします。 

（報道関係者退室） 

〇斉藤国土交通大臣 松野官房長官の御発言及び工程表等を踏まえ、各省におかれまして

は、所有者不明土地等対策を着実に進めていただくようお願いいたします。 

それでは、本日の会議をこれで終了いたします。ありがとうございました。 

 

 

（以上） 


